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特別会計の名称 資金不足比率（％）
公共下水道事業特別会計 ー

歳出（目的別）の状況　 ※（ ）内は前年度比

公 債 費 市の借入金の返済の経費 129億7,533万円（扌28.8%）
民 生 費 児童・高齢者・障がい者など福祉の経費 96億5,004万円（扌  3.6%）
総 務 費 行政運営、市税の賦課・徴収、選挙などの経費 58億1,920万円（扌37.6%）
土 木 費 道路や橋、公園の整備などの経費 36億8,328万円（➡  6.1%）
衛 生 費 ごみ収集や市民の健康増進などの経費 32億6,690万円（扌  2.3%）
教 育 費 学校施設整備や社会教育などの経費 31億7,606万円（➡23.4%）
消 防 費 消防や防災対策などの経費 16億   823万円（➡  1.2%）
商 工 費 商工業や観光の振興などの経費 13億4,972万円（➡46.1%）

農林水産業費 農業や林業、水産業の振興などの経費 ９億1,854万円（➡  5.4%）
そ の 他 議会・労働・災害復旧などの経費 ３億1,945万円（➡  2.1%）

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

令和元年度

決算報告 市民の皆さんから納めていただいた税金の使い道や、
市の財政がどのような状況にあるかを知っていただく
ため、毎年「財政事情」を公表しています。

●問合せ　企画財政課 財政チーム ☎ 0256・77・8356

さらに詳しくは市
ホームページでご
確認ください  ▶

◉燕市の財政健全度は…
　令和元年度数値は、いずれも国の基準を下回り、財政状
況は「健全段階」にあります。

※実質赤字額または連結実質赤字額がない場合は、「ー」
となります。
※（　）内は国が示す当市の早期健全化基準です。

※資金不足がない場合は、「ー」となります。

●健全化判断比率

●資金不足比率

（単位：％）

特別会計の決算状況 市民１人あたりに換算すると

国民健康保険特別会計
自営業や農業を営む人など国民健康保険加入者の医療にか
かる費用をまかなう会計です。
◯歳入　72 億 9,191 万円（前年度比➡ 4 億 5,608 万円）
◯歳出　72 億    939 万円（前年度比➡ 4 億 1,350 万円）

介護保険事業特別会計
主に65歳以上の高齢者が要介護状態または要支援状態になっ
たときに必要な保険給付を行う会計です。
◯歳入　85 億 1,548 万円（前年度比➡ 7,599 万円）
◯歳出　83 億 4,594 万円（前年度比扌 1,266 万円）

公共下水道事業特別会計
公共下水道を整備するための会計です。
◯歳入　27 億 3,674 万円（前年度比➡ 5 億 3,497 万円）
◯歳出　26 億 4,859 万円（前年度比➡ 5 億 3,501 万円）

土地取得特別会計
公共用地取得事業の買収に伴う、代替地などの取得や売却
を行う会計です。
◯歳入　7,506 万円（前年度比扌 6,877 万円）
◯歳出　7,506 万円（前年度比扌 6,877 万円）

◉基金残高（預金年度末残高）

◉市債残高（借入金年度末残高）

後期高齢者医療特別会計
主に 75 歳以上の高齢者が加入する医療制度で、市が行う
事務のうち保険料の徴収または事業主体である広域連合へ
の保険料の納付を行う会計です。
◯歳入　８億 5,186 万円（前年度比扌 3,004 万円）
◯歳出　８億 2,837 万円（前年度比扌 3,191 万円）

令和元年度に市民の皆さんが納めた市税を
人口で割った数値です。

令和元年度に使ったお金を市の人口で割っ
た数値です。

❶市民税
62,543 円

（前年度比扌 568 円）

❷固定資産税
65,536 円

（前年度比扌 1,778 円）

❸軽自動車税
3,377 円

（前年度比扌 162 円）

❹市たばこ税
6,602 円

（前年度比扌 38 円）

❶公債費（借換債（※）除く）
54,905 円

（前年度比扌 1,624 円）

❷物件費
76,845 円

（前年度比扌 10,181 円）

❸扶助費
71,313 円

（前年度比扌 4,690 円）

❹投資的経費
33,089 円

（前年度比➡ 28,769 円）

❺人件費
54,143 円

（前年度比➡ 868 円）

❻負担金や補助金
51,609 円

（前年度比扌 1,182 円）

❶公債費（借換債（※）除く）
54,780 円

（前年度比扌 1,624 円）

❷民生費
121,736 円

（前年度比扌 5,025 円）

❸総務費
73,410 円

（前年度比扌 20,411 円）

❹教育費
40,066 円

（前年度比➡ 11,913 円）

❺土木費
46,465 円

（前年度比➡ 2,700 円）

❻衛生費
41,212 円

（前年度比扌 1,216 円）

性質別 

目的別 

歳 入

歳 出

基金名など 現在高 市民
１人あたり 前年度比

財政調整基金 24 億 6,461 万円 31,091 円 ➡     9.4%
減債基金 ６億 4,358 万円 8,119 円 扌     1.6%
その他特定目的基金 21 億 9,589 万円 27,701 円 扌 182.0%
土地開発基金 １億 5,284 万円 1,928 円 扌     1.6%
その他定額運用基金 200 万円 25 円 0.0%
その他基金（特別会計） 18 億 2,163 万円 22,980 円 扌     5.3%

合計 72 億 8,055 万円 91,844 円 扌   21.0%

会計名 現在高 市民１人あたり 前年度比
一般会計 481 億 8,613 万円 607,873 円 ➡     4.1%
公共下水道事業 206 億 3,059 万円 260,257 円 ➡     2.3%

合計 688 億 1,672 万円 868,131 円 ➡     3.6%

一般会計　　　　決算額
438 億 6,525 万円（前年度比扌 7.0%）

一般会計　　　　決算額
427 億 6,675 万円（前年度比扌 6.1%）

❶市税　109億4,388万円（扌1.2%）
市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ
税

❷市債　107億7,715万円（扌7.2%）
借入金（借換債 86 億 3,295 万円（※）を含む）

❸地方交付税　71億2,433万円（➡1.3%）
全ての地方公共団体が一定の水準の行政サー
ビスを維持できるよう、団体間の財源の不均
衡を是正するために国から交付されるもの

❹負担金など　56億3,804万円（扌69.1%）
保育園保護者負担金や施設使用料、寄附金、
前年度繰越金など

❺国・県支出金　52億7,869万円（扌4.3%）
特定の事業に対して、国や県から交付される
もの

❻諸収入　９億6,825万円（扌6.4%）
商工業者を支援するため金融機関に預託し
たお金が年度末に戻されたものなど

❼繰入金　8億3,227万円（➡42.1%）
財源不足補てんや特定の事業に充てるため
預金（基金）を取り崩したもの

❽その他　23億   264万円（扌6.4%）
地方消費税交付金など

❶公債費　129億8,533万円（扌28.8%）
市の借入金の返済の経費（借換債 86 億
3,295 万円（※）を含む）

❷物件費　60億9,147万円（扌14.5%）
旅費、消耗品費や委託料など消費的な経費

❸扶助費　56億5,302万円（扌6.3%）
児童・高齢者・障がい者など福祉の経費
や医療給付など社会保障のための経費

❹人件費　42億9,193万円（➡2.3%）
市議会議員・各種委員報酬や市職員の給
料などの経費

❺負担金や補助金　40億9,101万円
（扌1.6%）
一部事務組合の負担金や各種団体への補
助金などの経費

❻繰出金　39億5,834万円（➡0.7%）
公共下水道や国民健康保険など特別会計
の運営に対する経費

❼投資的経費　26億2,299万円（➡46.9%）
道路・下水路などの社会資本や農業基盤
の整備、公共施設の改修などの経費

❽投資および出資金・貸付金　5億6,351万円
（➡6.9%）
商工業者を支援するための金融機関への預
託金や教育費の奨学金貸付金などの経費

❾その他　25億1,915万円（扌52.9%）

❶市税
（25.0%） ❶公債費

（30.4%）

❷物件費
（14.2%）

❹人件費
（10.0%）

❻繰出金
（9.3%）

❸地方交付税
（16.2%）

❹負担金など
（12.9%）

❽その他
（5.2%）

❷市債
（24.6%）

❸扶助費
（13.2%）

❼投資的経費
（6.1%）

❺負担金や
補助金

（9.6%）

❺国・県支出金
（12.0%）

❻諸収入（2.2%）
❼繰入金（1.9%）

❽投資および出資金・貸付金（1.3%）❾その他
（5.9%）

（※）借換債とは
過去に借り入れた市債を
現行の利率のものに借り
換えるためのもので、借
入額と返済額を歳入歳出
同額（86 億 3,295 万円）
で予算計上しています。

歳入 歳出
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